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公共調達に利く「エコ商品ねっと」
～調達担当者・営業担当者必見！
グリーン購入法適合品かんたん検索～

公共調達に利く「エコ商品ねっと」
～調達担当者・営業担当者必見！
グリーン購入法適合品かんたん検索～

グリーン購入ネットワーク(GPN)
事務局 金子貴代

グリーン購入ネットワークについて
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＝ グリーン購入

ねだんねだん

品質品質

便利さ便利さ

見た目見た目

楽しさ、おいしさ、
かっこよさ、かわいさ・・・・

＋ 環環境境
地球温暖化、ごみ
自然、水、空気・・・

ものの選び方を見直す＝【グリーン購入】

第１5 回グリーン購入大賞表彰式

フォーラム・セミナー、研修会の開催

こども向け啓発冊子
ニュースレター

第15 回大賞・環境大臣賞受賞のNEC
フィールディング、日本政策投資銀行 一斉行動キャンペーン

グリーン購入を広める普及促進活動
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グリーン購入ガイドラインの制定グリーン購入ガイドラインの制定
オフィス用品、車、家電、サービス、そして「衣」「食」オフィス用品、車、家電、サービス、そして「衣」「食」「輸送」「輸送」へへ

印刷・情報用紙 自動車

文具・事務用品 照明（ランプ・器具）

オフィス家具 衣服衣服

パソコン 印刷サービス

冷蔵庫 ホテル・旅館

エアコン トイレ設備

テレビ 食品

洗濯機 グリーン電力証書

衛生用紙 輸配送（貨物自動車）契約
コピー機･プリン

タ･ファクシミリ 全部で１９ガイドライン

環境配慮製品・サービスの総合サイト

•７６商品分野、約１，３００社、
１万５０００商品を掲載

•ほぼ全ての主要メーカーの
主要製品の情報が入手可

•各社の商品情報が横並びで
比較できる

•年４回データ更新で最新の
情報が入手可能

•年間100万PVのアクセス

エコ商品ねっと
製品の環境パフォーマンス比較データベース
http://www.gpn.jp/econet/
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広がる会員ネットワーク

会員数会員数 ：： ２，４６５団体２，４６５団体 （（20120144年年77月現在）月現在）

‒ 企業 ２,０４２（広範な業種の大手・中小企業）

‒ 行政 １９６（全４７都道府県、１５０市町村、等）

‒ 民間団体２２７（NGO、環境団体、生協、等）

日本で最大規模、
セクター横断型の
ネットワーク組織

に成長

日本におけるグリーン購入 発展の経緯

1989年 エコマーク事業スタート
1993年 環境基本法制定
1994年 滋賀県が包括的グリーン購入の指針策定
1995年 政府の率先実行計画

1996年 グリーン購入ネットワーク（ＧＰＮ）設立

2000年 循環型社会形成推進基本法制定
2000年 国等のよる環境物品等の調達の推進等に関する法律

（グリーン購入法）の制定
2003年 循環型社会形成推進基本計画に地方公共団体及び企

業のグリーン購入の推進に関する目標定める(目標年次
2010年→2015年)

2005年 国際グリーン購入ネットワークの設立
2007年 国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した

契約の推進に関する法律（環境配慮契約法）制定
2010年 生物多様性条約第10回締約国会議
2015年 第二次循環型社会形成推進基本計画の目標年度

創創

設設

定
着
定
着

発展発展

・拡大・拡大
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グリーン購入法とは？？
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グリーン購入法の背景・意義

国の最終消費支出
１３.８兆円

地方の最終消費支出
４４.３兆円

国と地方を合わせると
日本の経済活動＝市場
の１／４を占める

需要創出効果大
民間部門への波及効果期待

グリーン購入法
国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律

•• 国等国等の機関にグリーン購入を「義務づけ」

‒ 各省庁が「調達方針」を毎年作成・公表

‒ 実績を環境大臣に報告・公表

•• 地方自治体地方自治体は「努力義務」

‒ 毎年 調達方針を作成し、調達するよう努める

•• 企業・国民企業・国民もできる限りグリーン購入

• 国は環境物品等に関する情報を整理・提供

平成１３年（2001年）４月全面施行
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グリーン購入法 特定調達品目

紙類 消火器

文具類 制服

オフィス家具類 インテリア・寝装寝具（カーペッ

ト、カーテン等）

ＯＡ機器（コピー機、プリンタ、PC、カートリッジ等） 作業手袋

移動電話 その他繊維製品

家電製品（テレビ、電気便座、電子レンジ等） 設備

エアコン 災害備蓄用品（飲料、食品、燃料、発

電機、毛布、手袋、テント、ブルーシート、電池）

温水器等（電気給湯器、ガス温水機器等） 公共工事

照明（照明器具、ランプ、LED） 役務（印刷、自動車タイヤ更正、自動車整備、

輸配送、会議運営等）

自動車（自動車、ITS対応車載器、タイヤ、エンジン油）

平成２６年２月改定版 基本方針 ２６７品目
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（）内の数字は未実施団体数（回答なしも含む）

全体数:1789
回答数:1665
未回答:  124
回率:93.1%

グリーン購入自治体アンケート調査結果(平成24
年度)

■組織的に取
組んでいる
1353(81.3%)
■組織的に取組
んでいない

312(18.7%)
■未回答

124団体

(調査:2012.9~11)
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H23年 H24年 H23年 H24年

①紙類 75.5% 77.9% ↗ ⑪消火器 34.7% 39.1% ↗
②文具類 59.2% 63.8% ↗ ⑫制服・作業服 40.3% 44.3% ↗
③オフィス家具等 39.6% 43.9% ↗ ⑬インテリア・寝装寝具 29.2% 32.7% ↗
④ＯＡ機器 50.1% 53.9% ↗ ⑭作業手袋 32.6% 36.7% ↗
⑤移動電話 26.9% 31.2% ↗ ⑮その他繊維製品 28.6% 33.1% ↗
⑥家電製品 38.6% 41.9% ↗ ⑯設備 32.4% 36.8% ↗
⑦エアコン等 40.1% 43.4% ↗ ⑰防災備蓄用品 31.6% 35.3% ↗
⑧温水器等 32.6% 35.9% ↗ ⑱公共工事 37.0% 40.7% ↗
⑨照明 48.9% 54.8% ↗ ⑲役務 30.0% 33.3% ↗
⑩自動車等 57.5% 61.6% ↗

分類
組織的実施率

傾向分類
組織的実施率

傾向

グリーン購入自治体アンケート調査結果(平成24
年度)

分類ごとの実施率 １位紙類 ２位文具類 ３位自動車 ４位照明

グリーン購入法施行による効果
環境省による市場影響把握調査より

２００１年のグリーン購入法施行によって大幅にアップ
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平成２３年度「環境にやさしい企業行動調
査」

○調査期間平成 25 年 1 月 21 日(月)～平成 25 年 2 月 26 日(火)
○調査対象
①東京、大阪及び名古屋証券取引所１部及び２部上場企業 2,364 社
②従業員 500 人以上の非上場企業及び事業所 4,326 社 合計 6,690 社
■有効回答数：2,794 社{回収率：41.8％、 (22 年度43.8％) 

■グリーン購入の取組状況
「ガイドライン等を作成して
選定」が 24.5％、「業界団体
で作成した等ガイドライン等
を活用し選定」が 12.7%、「ガ
イドライン等は活用していな
いが環境配慮を考慮」が
25.4％であり、６割以上の企
業が環境に配慮した購入を
行っていた。

グリーン購入の取組状況

18

グリーン購入ガイドライン、グリーン購入法
判断基準、エコマークの関係

グリーン購入法
判断基準：
ボーダーライン型

エコマーク：
トップランナー
型

グリーン購入
ガイドライン：
商品の環境情報
提供型

先進的な環境配慮型商品を
１つ１つ審査してクリアした
商品に付けられるマーク

・調達の客観的指針。
・特定調達品目ごとの判断基準は数値等
の明確性が確保できる事項に設定。
・毎年見直し。

・グリーン購入基本原則に
基づいて、商品カテゴリー
毎に、環境負荷低減の視
点と方向性を示している。
・グリーン購入ガイドライン
の視点から、商品毎に環
境情報を示している。

第三者認証自己宣言

自己宣言
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自己宣言型の環境表示に必要な「信頼性確保」

サプライチェーンの各段階で表示の信頼性を確保してください引用：グリーン購入法の特定調
達物品等における表示の信頼
性確保にむけて～サプライチェ
ーンを通じた実践の手引き～

エコ商品ねっとについて
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さまざまな製品やサービスの環境ラベル

参考）環境省環境ラベル等データベース
http://www.env.go.jp/policy/hozen/green/ecolabel/index.html

環境配慮製品・サービスの総合サイト

•７６商品分野、約１，３００社、
１万５０００商品を掲載

•ほぼ全ての主要メーカーの
主要製品の情報が入手可

•各社の商品情報が横並びで
比較できる

•年４回データ更新で最新の
情報が入手可能

•年間100万PVのアクセス

エコ商品ねっと
製品の環境パフォーマンス比較データベース
http://www.gpn.jp/econet/
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エコ商品ねっとは、多くの地方公共団
体の調達の際に参考にされています

グリーン調達方針に、「エコ商品ねっと（GPNデータベース）」の記載がある市町村の例

・・・・ 北海道、埼玉県、仙台市、横浜市、さいたま市、佐賀市 等
ホーム―ページで調達方針を公開している団体（GPN調べ）

・・・・ 秩父市、尾道市、別海市、魚津市、八千代市 等
環境省 「地方公共団体のためのグリーン購入取組ガイドライン（平成26年2月）」より

魚津市の例（抜粋）

尾道市の例（抜粋
）

都道府県・政令市では76%が、
全国では４００超の地方公共団
体が、物品調達の際に、エコ商品
ねっとを参考にしています。

※平成25年度、環境省「グリーン購入に関するア
ンケート調査結果」より

コピー用紙の場合

グリーン購入法 判断の基準

※ 総合評価値は、古紙パルプ配合率、森林認証材パルプ利用割合、間伐材等パル
プ利用割合、その他持続可能性を目指したパルプ利用割合、坪量及び白色度から算
出される。
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印刷・情報用紙購入ガイドライン

古紙利用と原料の合法性と持続可能性の確認

一度、森からもらった
原料は長く使う

古紙利用

（パルプの寿命を長く）

森から原料をもらう時

原料の合法性と
持続可能性の確認

（乱伐、土壌流失せず、適切に
管理された原料の利用）

原料産出地の状況確認

製品にバージンパルプを含む場合

原料の持続可能性の確認方法と確認内容

【確認方法】

信頼性
高い

森林認証制度

第三者監査

文書や
現地確認

調達方針

運用実績のある規定等
◆モントリオール・プロセス

◆森林認証制度

国内関連法
・グリーン購入法
・林野庁ＧＬ

【確認内容】

環境面 社会面

保
護
価
値
の
高
い

森
林
の
保
存

安
全
性
未
確
認
の

遺
伝
子
組
み
換
え

樹
木
の
調
達
禁
止

労
働
者
の
健
康
や

安
全
へ
の
配
慮

重
大
な
社
会
的
な

紛
争
が
あ
る
地
域

か
ら
の
調
達
禁
止

共通事項
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製品にバージンパルプを含む場合

原料の持続可能性の確認方法と確認内容

エコ商品ねっと
の表示例

印刷（役務）の場合
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印刷（役務）の場合

エコ商品ねっと
の表示例

事業者の環境への取り組み

エコ商品ねっと
の表示例
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エコ商品ねっと掲載商品

【積極的な情報公開】
グリーン購入法基準を含む、
分野ごとの環境配慮ポイントに
沿った環境情報を多く公開して
いる
＜自己宣言型のG法のしくみを補う役目＞

【事業者の環境への取組】
掲載メーカーの環境への取組
状況も同時にわかる

【商品の比較検討】
各社の商品情報が横並びで比
較できる

エコ商品ねっと掲載商品（掲載数）

1 文具・事務用品 5462

2 カートリッジ 2012

3 家具 899

4 自動車 767

5 記録用メディア 641

6 プリンタ・ファクシミリ 597

7 コピー機 547

8 電子計算機（パソコン等） 506

9 印刷・情報用紙 427

10 ランプ・蛍光管 391

11 資材(公共工事） 299

12 トイレットペーパー 269

13 シュレッダー 269

14 食品 256

2014年9月
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特徴①
商品名や型番でグリーン
購入法適合か調べる

特徴②
グリーン購入法適合物品の
一覧を分野毎にダウンロード

グリーン購入法適合品かんたん検索機能

２０１４年４月～

東海村の例（抜粋）

グリーン購入法適合品かんたん検索機能
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「エコ商品ねっと」に関するご質問・ご登録「エコ商品ねっと」に関するご質問・ご登録

グリーン購入ネットワーク事務局
TEL. 03-5642-2030 ／ FAX. 03-5642-2077
E-mail：gpn@gpn.jpgpn@gpn.jp

「エコ商品ねっと」に関するご質問・ご登録「エコ商品ねっと」に関するご質問・ご登録

グリーン購入ネットワーク事務局
TEL. 03-5642-2030 ／ FAX. 03-5642-2077
E-mail：gpn@gpn.jpgpn@gpn.jp

ご清聴ありがとうございました


